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○11 月の実質消費支出は前月比＋2.6％ 

 総務省から発表された 11 月の家計調査によれば、実質消費支出（変動調整値1）は前年比▲2.0％

（コンセンサス：同▲1.9％、レンジ：同▲3.5％～＋0.5％）とおおむねコンセンサス通りの結果とな

った。季節調整値では前月比＋2.6％と増加、振れの激しい項目を除いた「除く住居等」でも、同＋

3.5％と増加している。もっとも、11 月の増加は 10 月の駆け込み需要の反動減からの戻りによるもの

であり、大幅減の後の戻りとしては弱い動きとなっている。この動きは他の消費関連統計においても

みられており、消費動向指数（ＣＴＩ）をみると、実質総消費（ＣＴＩマクロ）は同＋2.2％（10 月：

▲6.4％）実質世帯消費（ＣＴＩミクロ）は同＋0.8％（10 月：▲11.9％）、小売業販売額においても

同＋4.5％（10月：▲14.2）と、11月の消費関連統計は 10月の大幅減からの弱い戻りを示しており、

おおむね整合的な動きとなっている。消費増税後の消費の動きは、駆け込み需要の反動減から水準を

戻しつつあるものの、そのペースは鈍いことが示される結果となった。 

 項目別に 11月の実質消費支出（季節調整値）をみると、教育（10月：同▲8.3％→11 月：同

                             
1 調査方法の変更の影響による変動を調整した値 

（単位：％）

実質消費支出 （二人以上世帯） 実質可処分所得 消費性向

合計 除く住居等（※） (勤労者世帯) （勤労者世帯）

前年比
(変動調整値)

前年比 前月比 前月比 前年比 前月比 季節調整値

2018 10月 ▲ 0.2 1.0 1.5 1.7 1.4 0.3 70.4

11月 ▲ 0.5 0.3 0.2 ▲ 0.5 1.8 0.4 70.1

12月 0.1 1.9 ▲ 0.1 0.0 8.2 5.7 65.5

2019 1月 2.0 2.1 0.7 0.9 6.4 ▲ 9.2 70.4

2月 1.7 1.9 ▲ 2.0 ▲ 1.8 3.6 1.3 69.8

3月 2.1 2.1 0.1 0.0 4.5 ▲ 0.6 69.4

4月 1.3 1.3 ▲ 1.4 ▲ 1.4 5.2 3.1 66.9

5月 4.0 6.0 5.5 5.5 3.3 ▲ 2.3 71.6

6月 2.7 2.7 ▲ 2.8 ▲ 2.9 7.4 11.1 64.2

7月 0.8 1.0 ▲ 0.9 ▲ 1.9 2.7 ▲ 11.7 71.5

8月 1.0 1.0 2.4 0.6 1.9 2.2 70.2

9月 9.5 10.5 5.5 9.3 1.0 ▲ 2.5 75.8

10月 ▲ 5.1 ▲ 4.0 ▲ 11.5 ▲ 13.1 3.9 3.2 65.2

11月 ▲ 2.0 ▲ 1.4 2.6 3.5 4.4 0.9 66.9

※「住居」、「自動車等購入金」、「贈与金」、「仕送金」を除いている
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▲9.5％）、光熱・水道（10 月：▲1.7％→11月：▲2.7％）が前月から減少となった。一方で、住居

（10月：前月比▲19.8％→11月：同＋18.8％）、被服及び履物（10月：同▲29.0％→11月：同＋

11.5％）等が前月から増加となり、実質消費支出は前月比プラスとなった。駆け込み需要による反動

が大きかった項目について、水準を戻す動きが増加の主な要因となっている。 

 

○駆け込み需要の反動減からの戻りは鈍い 

 以上のように、11月の実質消費支出は駆け込み需要の反動減からの戻りにより、前月から増加とな

った。ただし、先述の通り 10月の大幅減からの戻りとしては弱い動きである。10 月の消費減について

は、台風 19 号の発生が撹乱要因となっていたが、11 月の弱い動きは台風要因が剥落してもなお消費の

水準が弱いことから、増税に伴う消費意欲の減退の影響が想定以上に大きかったことが示唆される。 

 今回の消費税率の引き上げ幅は２％と小さく、キャッシュレス・消費者還元事業をはじめとした需

要平準化対策も手厚いため、家計消費が大きく崩れることは想定しにくいものの、増税前の水準まで

戻すには時間がかかりそうだ。10-12 月期の個人消費は大幅な減少となる可能性が高いだろう。もう１

点、気がかりなのは中東情勢の緊迫化による原油価格の上昇だ。原油価格上昇に伴ってガソリン価格

などの生活に欠かせない商品価格が上昇することで、家計の購買力が低下し、節約志向を高めること

に繋がり、消費への下押し圧力となるだろう。 

 

 

 

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

2017 2018 2019

実質消費指数

除く住居

総務省『家計調査』

実質消費支出（季節調整値）（2015＝100）

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

114

2017 2018 2019

総務省『家計調査』

実質可処分所得（季節調整値）（2015＝100）

３ヶ月後方移動平均

35

37

39

41

43

45

2017 2018 2019

消費者態度指数（季節調整値、２人以上の世帯）

内閣府『消費動向調査』

95

100

105

110

115

2017 2018 2019

小売業販売額（季節調整値）

経済産業省『商業動態統計』

（2015＝100）


